
 
 
 
 
 
 
 
  

司法試験・予備試験短答過去問題集 

 民法③セレクション  

第 3 編 担保物権 
 

飯田さんの司法試験・予備試験の勉強部屋 
 

・解答ページの右上の問題番号（MN0000）に解説の YouTube

動画のリンクが貼っていますので活用ください。 

・勉強部屋の YouTube のチャンネル登録のご協力をお願いし

ます。 

・データの加工はあくまで個人利用の範囲でお願いします。 

（HP はこちらから） 



 
 
 

H30-12 担保物権 
担保物権に関する次のアからオまでの各記述のうち，判例の趣旨に照らし正しいものを組み合わ 

せたものは，後記１から５までのうちどれか。 

  

ア．留置権は，その目的物の一部が債務者に引き渡された場合，目的物の残部についても消滅す 

る。 

イ．ＡがＢに対して動産売買の先取特権を有していた場合，ＢがＣに対してその目的物である動 

産を売却し，占有改定によりこれを引き渡したとしても，Ａの動産売買の先取特権は消滅しな 

い。 

ウ．動産質権の設定は，指図による占有移転をもって目的物を債権者に引き渡すことによっても， 

その効力を生じる。 

エ．不動産質権については，質権者と質権設定者との間の特約で，質権者が目的物を使用収益し 

ない旨を定めることができる。 

オ．抵当権者は，目的物が不法に占有された場合であっても，不法占有者に対して，抵当権に基 

づいて目的物を直接自己に明け渡すよう求めることはできない。 

  

１．ア イ  ２．ア オ  ３．イ ウ  ４．ウ エ  ５．エ オ 

MN1570 A 



 
 
 

H30-12 担保物権 
担保物権に関する次のアからオまでの各記述のうち，判例の趣旨に照らし正しいものを組み合わ 

せたものは，後記１から５までのうちどれか。 

  

ア．留置権は，その目的物の一部が債務者に引き渡された場合，目的物の残部についても消滅す 

る。 

イ．ＡがＢに対して動産売買の先取特権を有していた場合，ＢがＣに対してその目的物である動 

産を売却し，占有改定によりこれを引き渡したとしても，Ａの動産売買の先取特権は消滅しな 

い。 

ウ．動産質権の設定は，指図による占有移転をもって目的物を債権者に引き渡すことによっても， 

その効力を生じる。 

エ．不動産質権については，質権者と質権設定者との間の特約で，質権者が目的物を使用収益し 

ない旨を定めることができる。 

オ．抵当権者は，目的物が不法に占有された場合であっても，不法占有者に対して，抵当権に基 

づいて目的物を直接自己に明け渡すよう求めることはできない。 

  

１．ア イ  ２．ア オ  ３．イ ウ  ４．ウ エ  ５．エ オ 

MN1570 A 

https://youtu.be/y5regIZbieI


H30-05Y 担保物権 
担保物権に関する次のアからオまでの各記述のうち，判例の趣旨に照らし誤っているものを組み

合わせたものは，後記１から５までのうちどれか。

ア．留置権は，債務者以外の者の物についても成立する。

イ．一般の先取特権は，債務者以外の者の財産についても成立する。

ウ．質権は，債務者の財産についてのみ設定することができる。

エ．抵当権は，永小作権を目的として設定することができる。

オ．立木に土地と分離して抵当権を設定した場合，明認方法によって，その抵当権を第三者に対

抗することはできない。

１．ア ウ ２．ア エ ３．イ ウ ４．イ オ ５．エ オ

MN1580 B



https://youtu.be/oXUjDo07QE0


 
 
 

R01-11 担保物権 
不動産を目的とする担保物権に関する次のアからオまでの各記述のうち，判例の趣旨に照らし誤 

っているものを組み合わせたものは，後記１から５までのうちどれか。 

  

ア．留置権者は，債務者の承諾を得なくても，目的不動産を賃貸することができる。 

イ．不動産の保存の先取特権の効力を保存するためには，保存行為が完了した後直ちに登記をし 

なければならない。 

ウ．不動産質権の設定後に質権者が質権設定者に目的不動産を占有させたとしても，質権の効力 

は影響を受けない。 

エ．不動産質権者は，設定行為に定めがあるときは，その債権の利息を請求することができる。 

オ．抵当権の存続期間は，１０年を超えることができない。 

  

１．ア イ  ２．ア オ ３．イ ウ  ４．ウ エ  ５．エ オ 

MN1620 B 



https://youtu.be/6SjpjL7KQ4Q


 
 
 

R01-12K 留置権 
留置権に関する次のアからオまでの各記述のうち，判例の趣旨に照らし正しいものを組み合わせ 

たものは，後記１から５までのうちどれか。 

  

ア．留置権者が目的物を紛失したときは，留置権は消滅する。 

イ．他人の物の占有者は，その物に関して生じた債権が弁済期にないときであっても，その物を 

留置することができる。 

ウ．債務者は，相当の担保を供して，留置権の消滅を請求することができる。 

エ．留置権者は，留置権に基づき，目的物の競売を申し立てることはできない。 

オ．Ａがその所有する甲建物をＢに売却して引き渡した後，Ａが甲建物をＣに売却してその旨の 

登記をした場合において，ＣがＢに対して甲建物の明渡請求をしたときは，Ｂは，Ａの債務不 

履行に基づく損害賠償請求権を被担保債権として，甲建物を留置することができる。 

  

１．ア ウ  ２．ア エ  ３．イ エ  ４．イ オ  ５．ウ オ 

MN1680 A 



https://youtu.be/2wDK2TwWmpE


R03-10 留置権 
留置権に関する次のアからオまでの各記述のうち，判例の趣旨に照らし誤っているものを組み合

わせたものは，後記１から５までのうちどれか。

ア．留置権者が留置権を行使して目的物を留置している間は，留置権の被担保債権の消滅時効は，

進行しない。

イ．賃借物について賃貸人Ａの負担に属する必要費を支出した賃借人Ｂは，賃貸借終了後，その

償還請求権を被担保債権として留置権を行使している間に，更にＡの負担に属する必要費を支

出した場合には，更に支出したものを含めた必要費全額の弁済を受けるまで，留置権を行使す

ることができる。

ウ．留置権者は，債務者の承諾を得て留置物を第三者に賃貸してその賃料を自己の債権の弁済に

充当することができる。

エ．建物の賃借人は，造作買取請求権の行使によって生じた賃貸人に対する代金債権を被担保債

権として，建物について留置権を行使することができる。

オ．建物の賃借人が，賃貸借終了後，有益費の償還請求権を被担保債権として留置権を行使して

いる場合において，賃貸人の請求により裁判所がその償還について期限を許与したときは，留

置権は消滅する。

１．ア ウ ２．ア エ ３．イ ウ ４．イ オ ５．エ オ

MN1681 A



https://youtu.be/Nx7H2rZ7ejc


 
 
 

H28-13 先取特権 
先取特権に関する次のアからオまでの各記述のうち，正しいものを組み合わせたものは，後記１ 

から５までのうちどれか。 

  

ア．建物の賃貸人は，賃借人が賃料を支払わない場合，敷金を受け取っており，未払賃料額が敷 

金額の範囲内であっても，賃借人が当該建物に備え付けた動産について先取特権を行使するこ 

とができる。 

イ．建物の賃借人が，家具店から購入して当該建物に備え付けたタンスについて未だ売買代金を 

支払わず，かつ，建物の賃料の支払も怠っている場合，家具店が当該タンスについて有する先 

取特権は，建物の賃貸人が当該タンスについて有する先取特権に優先する。 

ウ．会社の従業員は，会社が給料を支払っていない場合，その給料債権につき，未払となってい 

る期間にかかわらず，当該会社の総財産について先取特権を有する。 

エ．会社が，電器店から購入した冷蔵庫の売買代金を支払わず，かつ，従業員への給料も支払っ 

ていない場合，電器店が当該冷蔵庫について有する先取特権は，従業員が当該冷蔵庫について 

有する先取特権に優先する。 

オ．債務者が約定担保物権，留置権及び特別の先取特権の目的とされていない不動産と動産を有 

している場合，一般の先取特権者は，まず不動産から弁済を受け，なお不足がある場合に動産 

から弁済を受ける。 

  

１．ア ウ  ２．ア オ  ３．イ エ  ４．イ オ  ５．ウ エ 

MN1730 B 



H29-14 質権と譲渡担保 
質権又は譲渡担保権に関する次のアからオまでの各記述のうち，判例の趣旨に照らし正しいもの

を組み合わせたものは，後記１から５までのうちどれか。

ア．同一の動産について複数の質権を設定することはできないが，同一の動産について複数の

譲渡担保権を設定することはできる。

イ．動産を目的とする質権は占有改定の方法によるその動産の引渡しによっては効力を生じな

いが，動産を目的とする譲渡担保権はその設定契約によって設定され，占有改定の方法によ

るその動産の引渡しがあれば，譲渡担保権者は第三者に譲渡担保権を対抗することができる。

ウ．債権質の目的である債権の弁済期が到来した場合には，被担保債権の弁済期が到来してい

ないときであっても，質権者は，債権質の目的である債権を直接に取り立てることができる。

エ．債権であってこれを譲り渡すにはその証書を交付することを要するものを質権の目的とす

るときは，質権の設定は，その証書を交付することによって，その効力を生ずる。

オ．動産を目的とする譲渡担保権が設定されている場合，その設定者は，正当な権原なくその

動産を占有する者に対し，その動産の返還を請求することができない。

１．ア ウ ２．ア エ ３．イ エ ４．イ オ ５．ウ オ

MN1820 B



https://youtu.be/3a-VEXnK1cE


 
 
 

R03-12 動産質権 
動産質権に関する次のアからオまでの各記述のうち，正しいものを組み合わせたものは，後記１ 

から５までのうちどれか。 

  

ア．同一の動産について，複数の動産質権を設定することはできない。 

イ．動産質権者は，質権設定者に，自己に代わって質物を占有させることができない。 

ウ．動産質権者は，占有している質物について必要費を支出しても，所有者にその償還を請求す 

ることはできない。 

エ．動産質権者は，被担保債権の弁済を受けないときは，正当な理由がある場合に限り，鑑定人 

の評価に従い質物をもって直ちに弁済に充てることを裁判所に請求することができる。 

オ．動産質権者は，被担保債権について利息を請求する権利を有するときは，その満期となった 

最後の２年分についてのみ，その質権を行使することができる。 

  

１．ア エ  ２．ア オ  ３．イ ウ  ４．イ エ  ５．ウ オ 

MN1821 B 



https://youtu.be/nxIxWQBmhhA


R03-11K 物上代位権の行使 
ＡがＢに賃貸しているＡ所有の甲建物にＣのための抵当権が設定され，その登記がされている。

この場合における抵当権に基づくＣの物上代位権の行使に関する次のアからオまでの各記述のう

ち，判例の趣旨に照らし誤っているものを組み合わせたものは，後記１から５までのうちどれか。

ア．Ｃのための抵当権の設定登記がされた後にＢがＡに対して金銭を貸し付け，その貸金債権の

弁済期が到来した場合，ＡのＢに対する賃料債権についてＣが物上代位権を行使して差押えを

した後であっても，Ｂは，Ａに対する貸金債権を自働債権とし，Ａの賃料債権を受働債権とす

る相殺をもって，Ｃに対抗することができる。

イ．ＡのＢに対する賃料債権についてＣが物上代位権を行使して差押えをした場合において，Ｂ

がＣに賃料を支払わないままＡＢ間の賃貸借契約が終了し，Ｂが甲建物をＡに明け渡した。こ

の場合において，ＢがＡにあらかじめ敷金を預託していたときは，Ｃが差し押さえた賃料債権

は，敷金の充当によりその限度で消滅する。

ウ．Ｂが甲建物をＤに転貸した場合，Ｃは，ＢをＡと同視することが相当であるときを除き，Ｂ

のＤに対する転貸賃料債権について物上代位権を行使することができる。

エ．ＡのＢに対する賃料債権をＡの一般債権者Ｅが差し押さえて転付命令を取得し，その転付命

令がＢに送達された後は，Ｃは，同一の債権を差し押さえて物上代位権を行使してＥに対抗す

ることができない。

オ．ＡのＢに対する賃料債権をＡの一般債権者Ｅが差し押さえ，その差押命令がＢに送達された

後に，ＡがＣのために甲建物に抵当権を設定し，その登記がされた場合，Ｃは，同一の債権を

差し押さえて物上代位権を行使してＥに対抗することができない。

１．ア イ ２．ア ウ ３．イ エ ４．ウ オ ５．エ オ

MN1911 A



https://youtu.be/phLTd0I4PVs


 
 
 

H29-06Y 抵当権 
ＡのＢに対する債権を被担保債権として，Ｃ所有の甲土地について抵当権（以下「本件抵当権」 

という。）が設定され，その旨の登記がされている場合に関する次のアからオまでの各記述のう 

ち，判例の趣旨に照らし誤っているものを組み合わせたものは，後記１から５までのうちどれか。 

  

ア．甲土地の従物である石灯籠が本件抵当権の設定前に備え付けられていた場合，本件抵当権 

の効力は，その石灯籠には及ばない。 

イ．Ｃが甲土地をＤに賃貸し，さらにＤが甲土地をＥに転貸したときは，ＤをＣと同視するこ 

とを相当とする場合を除き，Ａは，Ｄが取得する転貸賃料債権について物上代位権を行使す 

ることができない。 

ウ．本件抵当権が根抵当権でない場合において，ＡがＢに対して被担保債権として元本債権の 

ほか３年分の利息債権を有しているときは，Ｃは，Ａに対して，元本債権のほかその最後の 

２年分の利息債権を弁済すれば，本件抵当権を消滅させることができる。 

エ．被担保債権の弁済期が到来した場合であっても，Ｃは，Ａに対し，本件抵当権が実行され 

る前に，あらかじめ求償権を行使することはできない。 

オ．本件抵当権の登記がされた後に，ＣがＤに対し甲土地を賃貸し，Ｄが甲土地上に乙建物を 

建築して所有する場合において，Ｄが甲土地の占有についてＡに対抗することができる権利 

を有しないときは，Ａは，Ｄの承諾の有無にかかわらず，甲土地及び乙建物を一括して競売 

することができる。 

  

１．ア ウ  ２．ア エ  ３．イ ウ  ４．イ オ  ５．エ オ 

MN1970 A 



https://youtu.be/I2Jh9Avg2RE


 
 
 

R03-14 抵当権の処分 
ＡがＢに対する債務を担保するために，Ａの所有する甲土地に第一順位の抵当権を設定し，その 

登記がされた。この場合における抵当権の処分に関する次のアからオまでの各記述のうち，誤って 

いるものを組み合わせたものは，後記１から５までのうちどれか。 

  

ア．Ｂが，Ｃに対する債務を担保するために，甲土地の抵当権に転抵当権を設定したときは，Ａ 

に対する通知又はＡの承諾がなければ，Ｃは，転抵当権の設定を受けたことをＡに対抗するこ 

とができない。 

イ．ＢがＡの一般債権者Ｄに対してその抵当権を譲渡するには，Ａの承諾を必要としない。 

ウ．Ａが，甲土地について，Ｅのために第二順位の抵当権，Ｆのために第三順位の抵当権を設定 

し，その登記がされている場合において，ＢＦ間で抵当権の順位の変更が合意されたとき，そ 

の登記をしなければ変更の効力は生じない。 

エ．Ａが，甲土地について，Ｇのために第二順位の抵当権，Ｈのために第三順位の抵当権を設定 

し，その登記がされている場合において，ＢのＨに対する抵当権の順位の譲渡は，その登記を 

しなければ譲渡の効力は生じない。 

オ．Ａが，甲土地について，Ｉのために第二順位の抵当権を設定し，その登記がされている場合 

において，ＢがＩに対して抵当権の順位の放棄をしたときは，甲土地が競売されたときの配当 

において，ＩがＢに優先する。 

  

１．ア ウ  ２．ア オ  ３．イ ウ  ４．イ エ  ５．エ オ 

MN2051 B 



https://youtu.be/FjpWRkVw8jk


 
 
 

H28-15 共同抵当 
Ａは，Ｂに対する６００万円の債権を担保するため，Ｂ所有の甲土地及び乙土地に，第一順位の 

共同抵当権を有している。Ｃは，Ｂに対する４００万円の債権を担保するため，甲土地に，第二順 

位の抵当権を有している。この場合に関する次の１から４までの各記述のうち，誤っているものは 

どれか。なお，各記述において，競売の結果として債権者に配当することが可能な金額は，甲土地 

につき５００万円，乙土地につき１０００万円であり，また，各債権者が有する債権の利息及び損 

害金は考慮しないものとする。 

  

１．Ａが甲土地及び乙土地に設定された抵当権を同時に実行した場合，Ａは甲土地から２００万 

円，乙土地から４００万円の配当を受け，Ｃは甲土地から３００万円の配当を受けることがで 

きる。 

２．先に甲土地に設定された抵当権が実行されてＡが５００万円の配当を受け，その後に乙土地 

に設定された抵当権が実行された場合，Ａは１００万円の配当を受け，Ｃは３００万円の配当 

を受けることができる。 

３．先に乙土地に設定された抵当権が実行された場合，Ａは６００万円の配当を受け，その後に 

甲土地に設定された抵当権が実行されたときには，Ｃは３００万円の配当を受けることができ 

る。 

４．Ａが乙土地に設定された抵当権を放棄した後に，甲土地に設定された抵当権が実行された場 

合，Ａは２００万円の配当を受け，Ｃは３００万円の配当を受けることができる。 

MN2070 B 



https://youtu.be/Ha18TA_yHXg


 
 
 

H30-15 根抵当権 
根抵当権に関する次のアからオまでの各記述のうち，判例の趣旨に照らし誤っているものを組み 

合わせたものは，後記１から５までのうちどれか。 

  

ア．元本の確定前において債務者を変更するには，後順位の抵当権者の承諾を得なければならな 

い。 

イ．根抵当権者は，担保すべき元本の確定すべき期日の定めがない場合，いつでも，担保すべき 

元本の確定を請求することができる。 

ウ．根抵当権者は，根抵当権を実行した場合，当該競売手続において極度額を超える部分につい 

て配当を受けることはない。 

エ．根抵当権の極度額の減額をするには，利害関係を有する者の承諾を得ることを要しない。 

オ．元本の確定後においては，根抵当権設定者は，その根抵当権の極度額を，現に存する債務の 

額と以後２年間に生ずべき利息その他の定期金及び債務の不履行による損害賠償の額とを加え 

た額に減額することを請求することができる。 

  

１．ア ウ  ２．ア エ  ３．イ エ  ４．イ オ  ５．ウ オ 

MN2110 B 



 
 
 

H30-15 根抵当権 
根抵当権に関する次のアからオまでの各記述のうち，判例の趣旨に照らし誤っているものを組み 

合わせたものは，後記１から５までのうちどれか。 

  

ア．元本の確定前において債務者を変更するには，後順位の抵当権者の承諾を得なければならな 

い。 

イ．根抵当権者は，担保すべき元本の確定すべき期日の定めがない場合，いつでも，担保すべき 

元本の確定を請求することができる。 

ウ．根抵当権者は，根抵当権を実行した場合，当該競売手続において極度額を超える部分につい 

て配当を受けることはない。 

エ．根抵当権の極度額の減額をするには，利害関係を有する者の承諾を得ることを要しない。 

オ．元本の確定後においては，根抵当権設定者は，その根抵当権の極度額を，現に存する債務の 

額と以後２年間に生ずべき利息その他の定期金及び債務の不履行による損害賠償の額とを加え 

た額に減額することを請求することができる。 

  

１．ア ウ  ２．ア エ  ３．イ エ  ４．イ オ  ５．ウ オ 

MN2110 B 

https://youtu.be/BUR0S6EZk7w


 
 
 

R02-13 根抵当権 
債務者Ａが債権者Ｂのために自己の所有する不動産に根抵当権を設定した場合に関する次のアか 

らオまでの各記述のうち，正しいものを組み合わせたものは，後記１から５までのうちどれか。 

  

ア．Ｂは，元本の確定前は，Ａに対する他の債権者Ｃに対してその順位を譲渡することができ 

る。 

イ．Ｂの根抵当権にＤのために転根抵当権が設定され，ＢがＡに転根抵当権の設定の通知をし 

た場合，Ａは，元本の確定前であれば，Ｄの承諾を得なくてもＢに弁済することができる。 

ウ．元本の確定前に，Ｂが根抵当権によって担保されていた債権をＥに譲渡した場合，それに 

伴って根抵当権もＥに移転する。 

エ．後順位抵当権者Ｆがいる場合，Ａ及びＢが元本確定期日を変更するためには，Ｆの承諾が 

必要である。 

オ．Ｂが数個の不動産について根抵当権を有する場合，同一の債権の担保として数個の不動産 

の上に根抵当権が設定された旨の登記がその設定と同時にされたときを除き，各不動産の代 

価についてそれぞれの極度額まで優先権を行使することができる。 

  

１．ア ウ  ２．ア エ  ３．イ エ  ４．イ オ  ５．ウ オ 

MN2111 B 



https://youtu.be/cuKSkUhqIfo


 
 
 

R02-12K 抵当権の消滅 
債務者Ａは債権者ＢのためにＡの所有する不動産甲に抵当権を設定し，その旨の登記がされた。 

この場合における抵当権の消滅に関する次のアからオまでの各記述のうち，判例の趣旨に照らし正 

しいものを組み合わせたものは，後記１から５までのうちどれか。 

  

ア．Ａは，抵当権を実行することができる時から２０年が経過すれば，被担保債権が消滅して 

いなくても，抵当権が時効により消滅したと主張することができる。 

イ．甲について，その後，ＡがＣのために抵当権を設定し，その旨の登記がされた場合におい 

て，ＢがＡから甲を買い受けたときは，Ｂの抵当権は消滅しない。 

ウ．Ａの一般債権者が甲につき強制競売の申立てをし，当該強制競売手続において甲が売却さ 

れたときは，Ｂの抵当権は消滅する。 

エ．甲について，その後，Ａから譲渡担保権の設定を受けたＤは，譲渡担保権の実行前であっ 

ても，抵当権消滅請求をすることにより，Ｂの抵当権を消滅させることができる。 

オ．甲が建物である場合において，Ａが故意に甲を焼失させたときは，Ｂの抵当権は消滅しな 

い。 

  

１．ア エ  ２．ア オ  ３．イ ウ ４．イ オ  ５．ウ エ 

MN2116 A 



〇

https://youtu.be/jT_fKswFRkU


 
 
 

R01-16 譲渡担保 
債務者が設定した譲渡担保に関する次のアからオまでの各記述のうち，判例の趣旨に照らし誤っ 

ているものを組み合わせたものは，後記１から５までのうちどれか。 

  

ア．債務者が弁済期に債務の弁済をしなかった場合において，不動産の譲渡担保権者が目的不動 

産を譲渡したときは，譲受人がいわゆる背信的悪意者に当たるときであっても，債務者は，残 

債務を弁済して目的不動産を受け戻すことができない。 

イ．債務者は，被担保債権の弁済期後は，譲渡担保の目的物の受戻権を放棄することにより，譲 

渡担保権者に対し清算金の支払を請求することができる。 

ウ．債務者が弁済期に債務の弁済をしなかった場合において，不動産の譲渡担保権者が目的不動 

産を譲渡したときは，債務者は，譲受人からの明渡請求に対し，譲渡担保権者に対する清算金 

支払請求権を被担保債権とする留置権を主張することができない。 

エ．譲渡担保の被担保債権の弁済期後に目的不動産が譲渡担保権者の債権者によって差し押さえ 

られ，その旨の登記がされた場合，債務者は，その後に被担保債権に係る債務の全額を弁済し 

ても，差押債権者に対し，目的不動産の所有権を主張することができない。 

オ．構成部分の変動する集合動産であっても，その種類，所在場所及び量的範囲を指定するなど 

の方法によって目的物の範囲が特定される場合には，一個の集合物として譲渡担保の目的とす 

ることができる。 

  

１．ア ウ  ２．ア エ  ３．イ ウ  ４．イ オ  ５．エ オ 

MN2150 A 



 
 
 

R01-16 譲渡担保 
債務者が設定した譲渡担保に関する次のアからオまでの各記述のうち，判例の趣旨に照らし誤っ 

ているものを組み合わせたものは，後記１から５までのうちどれか。 

  

ア．債務者が弁済期に債務の弁済をしなかった場合において，不動産の譲渡担保権者が目的不動 

産を譲渡したときは，譲受人がいわゆる背信的悪意者に当たるときであっても，債務者は，残 

債務を弁済して目的不動産を受け戻すことができない。 

イ．債務者は，被担保債権の弁済期後は，譲渡担保の目的物の受戻権を放棄することにより，譲 

渡担保権者に対し清算金の支払を請求することができる。 

ウ．債務者が弁済期に債務の弁済をしなかった場合において，不動産の譲渡担保権者が目的不動 

産を譲渡したときは，債務者は，譲受人からの明渡請求に対し，譲渡担保権者に対する清算金 

支払請求権を被担保債権とする留置権を主張することができない。 

エ．譲渡担保の被担保債権の弁済期後に目的不動産が譲渡担保権者の債権者によって差し押さえ 

られ，その旨の登記がされた場合，債務者は，その後に被担保債権に係る債務の全額を弁済し 

ても，差押債権者に対し，目的不動産の所有権を主張することができない。 

オ．構成部分の変動する集合動産であっても，その種類，所在場所及び量的範囲を指定するなど 

の方法によって目的物の範囲が特定される場合には，一個の集合物として譲渡担保の目的とす 

ることができる。 

  

１．ア ウ  ２．ア エ  ３．イ ウ  ４．イ オ  ５．エ オ 

MN2150 A 

https://youtu.be/V6RRQm-6tTk


 
 
 

R02-14K 譲渡担保 
譲渡担保に関する次のアからオまでの各記述のうち，判例の趣旨に照らし正しいものを組み合わ 

せたものは，後記１から５までのうちどれか。 

  

ア．所有する土地に譲渡担保権を設定した債務者は，債務の弁済期が経過した後は，債権者が 

担保権の実行を完了する前であっても，債務の全額を弁済して目的物を受け戻すことはでき 

ない。 

イ．所有する機械に譲渡担保権を設定して譲渡担保権者に現実の引渡しをした債務者Ａは，そ 

の債務の弁済をする場合，債務の弁済と譲渡担保権者のＡに対する目的物の引渡しとの同時 

履行を主張することはできない。 

ウ．債務者Ａが所有する構成部分の変動する在庫商品に債権者Ｂのために譲渡担保権が設定さ 

れた後，商品が滅失し，その損害をてん補するための損害保険金請求権をＡが取得した 

ときは，Ａが営業を継続しているか否かにかかわらず，Ｂは，当該保険金請求権に対して 

物上代位権を行使することができる。 

エ．土地の賃借人が借地上に所有する建物に譲渡担保権を設定した場合，その効力が土地の賃 

借権に及ぶことはない。 

オ．譲渡担保権によって担保されるべき債権の範囲は，強行法規や公序良俗に反しない限り， 

設定契約の当事者間において元本，利息及び遅延損害金について自由に定めることができる。 

  

１．ア ウ  ２．ア エ  ３．イ エ  ４．イ オ ５．ウ オ 

MN2151 A 



https://youtu.be/p3-DpVEZplo

